
章 款 項 目

②会員登録者数（ネット会員含む）

目
標

7,563

2,000-

年度

0 7,563

7,393

活 動 指 標

(目的達成のために
行った活動実績)

2

実
績

回

　　　　　　　　年度
区分

2

-

平
成

100.6

令
和

始期 年度から

終期

18,744

7,393

政策企画課

4

整理番号

700

計
画
期
間

7

0114コミュニティバス運行事業

1,000

31

2,600

実
績

7

56,790

4

事　業
区　分

年度

計　　画

-

7,530

0.0

704

実施を義務付ける規定

年度まで

島原鉄道が令和３年９月末をもって廃線とした市内路線バスの走行エ
リアが交通空白地となるのを防ぐため、ＡＩ予約システムをフル活用す
ることにより、市内全域を移動可能とした『予約・あいのり・たしろ号』を
市民の足として活用する。

目
標

2 年度

ＡＩ予約システムの保守を行う長崎トヨペット、電話予約受付業務を委託している島原鉄道、運行自体
を行っている市内のタクシー事業者（７社）と連携を強化しながら、効率的で利便性の高い移動手段と
なるよう適宜工夫しながら、運行方法の改善を行っていく。

名　　　　　　　称　　　　　　等　 （ 　内　　容　）

1

-

2

-

-

目
標

予　算
科　目

％

事 務 事 業 評 価 4 年度令和

①停留所の追加設置等に係る利用者アンケートの実施

231

施
策

担当課

500

年度3単位

達
成
率

回

人

59,131

回 2

事　業　費　合　計
①　＋　②

②従事職員給与費
　　　　　ｂ１×ｂ２

12,355

0

職員平均人件費
  　　　　　　　　b 2

5,182

25,067

5年度

目的達成のための
具体的手段・方法

回

年度

地 方 債

そ の 他

66,524

一 般 財 源

1.00 1.00
従事職員数（人）
　　　　　　　　　ｂ１

① 直 接 事 業 費 ( 千 円 ）

7,482

国 県 支 出 金

0

0.00 1.00

事業の背景
（課題、市民の要望等）

事
　
業
　
費
　
等
　
の
　
推
　
移

財
源
内
訳

年度 3 年度

人

①コミュニティバス年間利用者数

％ 0.01874.4

基
本
事
項

事 務 事 業 名

根 拠 法 令 等

たしろ号は市民の足として定着しつつあるが、長期的に持続可能な事業として継続して実施し、高齢
者をはじめ地域住民の生活により密着した運行を行うことで、地域住民の利便性の向上、公共交通機
関の利用促進、高齢者の社会参加の促進を図る。

関 連 す る 市 勢 振 興
計 画 の 基 本 計 画

事業の対象
（誰に・何に対して）

目　　　　的
（どのような状態にしたいのか）

事
　
業
　
の
　
目
　
的
　
・
　
実
　
施
　
状
　
況
　
等

37,000

30

実績値

年度

2

実績値

目
標

2

実
績

予　　算

②会員申込を促進するための説明会の開催

-

実績値実績値

17,537 37,743

20,534

33,284

7,663 7,530

1.00

40,766

33,284

1,000

58,631

45,306

成 果 指 標

(目的達成度を図るものさし　)

目
標
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績
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率

人

人

55,790

64,183

17,209

7,482 7,393

1.00

7,393

継続 新規

あり なし



【１次評価】

　　　  　　Ｂ　改善・見直しを行う

【２次評価】

備
考

【３次評価】

備
考

 ①

 ②

A

⑤事業効果をさらにあげる余地はないか

④成果指標の達成に十分寄与する手法がとられており、結果とし
て目的が達成されているか
　（成果指標と連動させること　A=達成　B＝概ね達成　C=未達成）

効
　
率
　
性

有
　
効
　
性

判 定

昨年度の運行方法見直し後から飛躍的に利用者が増加し、認知度も上がってきてい
る。今後も改善を重ねながら長期的な事業として取り組む。

③

④

A

A=概ね適切　　Ｂ＝検討・改善の余地あり　　Ｃ＝見直しが必要

平日は１日１００件以上の予約がある日が多く、予約が取れないので増車して欲しいという要
望もある。
現在は半日交代で行っている運行を、次年度以降は一日を通した運行にできるよう、各タク
シー事業者と協議も行う必要があるが、増車を行えば、運転手の人件費や燃料費も増加する
ことから、必然的にその分の予算も必要になる。

B

（千円）

⑨事業の対象者全員に偏りなくサービスが提供されているか
　 全体コストから見て受益者の負担割合は適切か
　 使用料等の見直しの余地はないか

A

A

B

⑥事業実施により、費用や業務量に見合った活動結果が得られて
いるか
　（活動指標と連動させる　A=達成　B＝一部未達成　C=未達成）

A=効果向上の余地はない　　Ｂ＝一部検討の余地がある　　Ｃ＝検討の余地がある

A

A=市以外での実施は困難　　Ｂ＝一部民間での実施可能　　Ｃ＝民間での実施可能

現在は各タクシー事業者とそれぞれ協定を結び運行を行っているが、一元化した組織
を設立し、その組織と委託契約で運行する方法に切替を行いたいと考えているが、現
状より負担が増える可能性が高い。

費用負担、採算性の確保について研究を進めていって、持続可能な事業としていただきたい。また、利用者分析や利用者の声もしっかり取り入
れて、利便性向上、更には事業拡大を図られたい。

市民の足を守るのは行政の重要な役割であり、交通空白地を作らず交通弱
者でも市内全域を移動できるよう、市として取り組む必要がある。

判定評点平均　（3点満点）

燃料費も高騰している中、運賃の見直しも必要かもしれないが、公共事業で
あることを考えると、簡単に値上げすることはできない。

　◎　総合自己評価　（所管部署）

運行見直し前の令和３年９月までの利用者は約80人／月程度であったが、運行見直し
後は3,000人／月以上の方に利用して頂き、想定を超える実績をあげている。

市内外に限らず高齢者の運転事故が増加傾向にあることから、免許返納されるケース
も見受けられ、その方々の足の確保を行うためにも必要な事業である。

公
平
性

⑦必要な活動結果がより少ない費用や業務量で得られる手法に代
えられないか

⑧組織間の連携や役割分担に改善の余地はないか

車体に広告を載せる業者を募るなど、少しでも収入を得る方法を考えていか
なければならない。

A=達成している　Ｂ＝一部達成している　Ｃ＝あまり達成していない

A

A=現行以上の手法はない　　Ｂ＝一部検討の余地がある　　Ｃ＝検討の余地がある

   評　価　内　容 　（判断理由、課題等 ）　

A=概ね適切　　Ｂ＝改善の余地あり　　Ｃ＝見直しが必要

必
　
要
　
性

A=薄れていない　　Ｂ＝一部薄れている　　　Ｃ＝薄れている

事務事業の評価項目と評価の視点

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等）に実施させることはできな
いか

評
　
価
　
結
　
果

①社会環境の変化や市民ニーズに照らして、事業の必要性が薄れ
ていないか

判
　
断
　
理
　
由

2.80

A

現在予約が埋まっている状況であり、乗合率を向上させることで利用者の増加を考えて
いるが、希望の予約時間は利用者次第であり、稼働車両を増加させない限り事実上難
しい。

A=得られている　　Ｂ＝一部得られている　　Ｃ＝見直しが必要

③対象者は事業目的に見合っているか。また、事業を取り巻く時代
変化や制度改正など、環境の変化に適応しているか

A=改善の余地はない　　Ｂ＝一部改善の余地がある　　Ｃ＝改善の余地がある

　　　　⑩市民参加、市民協働が配慮されているか、市民参加を拡大する余地や、新たに取り組む余地がないか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A=概ね適切・現状維持　　Ｂ＝検討・改善の余地あり　　Ｃ＝見直しが必要

Ａ＝３、Ｂ＝２、Ｃ＝１、「-」＝０として換算

一元化した組織ができればそれが最良であるが、現状では連携や役割分担
もうまく回っているため、改善できる状況にはない。

A

（実施上の課題等）
上記のとおり、予約が取れない利用者もいることから稼働車両の増車も検討しないといけないが、予算上の都合だ
けでなく、各事業所のマンパワーの余力との兼ね合いもあり、受け入れができる事業者もあればできない事業者もあ
ることが想定される。（現在未調整）
たしろ号の在り方等も含め、今後も関係者と綿密な調整を行う必要がある。

・総合評価で、「見直し・改善」を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事務事業の改善・見直しを行うことにより予想される効果も併せて記載してください。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革･改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載してください。

総合判定

2,341

↓　予算措置額の増減　

総合判定

　　評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　

　路線バスの廃止や高齢化の進展により、今後本事業はさらに必要性が増すと考えられる。また、福祉課の高齢者福祉交通機関利用助成事業において、助
成要件の見直しを今後検討される際は、その利用者の受け皿になることも期待される。今後は、想定を超える利用実績に対応するための増便の可能性もでて
くることから、運賃の見直し検討に加えて、車体への広告掲載による広告収入など、運賃以外の収入確保策の検討も行い、より効率的で効果的、そして継続的
な行政サービスを提供してほしい。

今後の課題及び改
善策、見直しの状
況

Ａ 継続実施（特段の見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更)

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

民間委託等によるコストの縮減

成果向上に向けた事業費増加

事務の効率化による現状維持〈事業内容の拡充）


